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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　容量型湿度センサー素子、温度センサー素子ならびに加熱素子から成るセンサー構造を
用いて、その湿度測定領域の少なくとも一部において、この湿度センサー素子を加熱した
形で相対湿度が９５％を上回る高い湿度領域において相対湿度を求めるための方法におい
て、
　後続回路（２０）により、この加熱操作に必要な加熱量ならびに測定した局所的なセン
サー構造温度（ＴS ）から、更に周囲温度（Ｔa ）を算出して、その周囲温度から相対湿
度（ｒＨ）を求めることを特徴とする方法。
【請求項２】
　所定の湿度境界値（ｒＨG ）以上において、加熱操作して、動作させることを特徴とす
る請求項１に記載の方法。
【請求項３】
　当該の加熱操作において、湿度センサー素子（１１）の容量が一定となる形に制御して
、湿度センサー素子（１１）を加熱することを特徴とする請求項２に記載の方法。
【請求項４】
　当該の加熱操作において、相対湿度（ｒＨ）に対して線形的に増加する加熱電流を用い
て、湿度センサー素子（１１）を加熱することを特徴とする請求項２に記載の方法。
【請求項５】
　湿度測定領域全体に渡って、湿度センサー素子（１１）を加熱することを特徴とする請
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求項１に記載の方法。
【請求項６】
　温度センサー素子（１２）を、加熱素子としても利用することを特徴とする請求項１に
記載の方法。
【請求項７】
　加熱量と局所的なセンサー温度（ＴS ）から周囲温度（Ｔa ）を求めるために、加熱量
から生じる加熱素子の増分温度ＴU を求めて、その結果以下の関係にもとづき、周囲温度
（Ｔa ）を得ることを特徴とする請求項１から６までのいずれか一つに記載の方法、

　　　　　Ｔa ＝ＴS －ＴU 

　この場合、
　Ｔa ：周囲温度
　ＴS ：測定したセンサー温度
　ＴU ：加熱操作で加えられた加熱量から生じた、加熱素子の増分温度。
【請求項８】
　加熱量から増分温度（ＴU ）を求めるために、温度センサー素子（１２）により、その
時々の測定電流（Ｉ）を求めて、その結果以下の関係にもとづき、増分温度（ＴU ）を得
ることを特徴とする請求項７に記載の方法、

　　　　　ＴU ＝Ｒ＊ＴＫ＊Ｉ2*ＥＫ

　この場合、
　Ｒ　：温度Ｔにおいて測定した温度センサー素子の抵抗
　ＴＫ：使用した温度センサー素子の温度係数
　Ｉ　：温度センサー素子を流れる測定電流
　ＥＫ：温度センサー素子の自己加熱係数。
【請求項９】
・容量型湿度センサー素子、温度センサー素子ならびに加熱素子を有するセンサー構造と
、
・この湿度センサー素子を、湿度測定領域の少なくとも一部において加熱することができ
る後続回路（２０）とから成る、相対湿度が９５％を上回る高い湿度領域において相対湿
度を求めるための構造において、
　後続回路（２０）は、加熱操作に必要な加熱量ならびに測定した局所的なセンサー構造
温度（ＴS ）から、更に周囲温度（Ｔa ）を算出することができ、その周囲温度から相対
湿度（ｒＨ）を求めるように構成されていることを特徴とする構造。
【請求項１０】
　センサー構造（１０）を、所定の湿度境界値（ｒＨG ）以上において、加熱操作して、
動作させることができるように、後続回路（２０）が構成されていることを特徴とする請
求項９に記載の構造。
【請求項１１】
　当該の加熱操作において、湿度センサー素子（１１）の容量（Ｃ）が一定となる形に制
御して、湿度センサー素子（１１）を加熱することができるように、後続回路（２０）が
構成されていることを特徴とする請求項１０に記載の構造。
【請求項１２】
　当該の加熱操作において、相対湿度（ｒＨ）に対して線形的に増加する加熱電流（Ｉ）
を用いて、湿度センサー素子（１１）を加熱することができるように、後続回路（２０）
が構成されていることを特徴とする請求項１０に記載の構造。
【請求項１３】
　湿度測定領域全体に渡って、湿度センサー素子（１１）を加熱することができるように
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、後続回路（２０）が構成されていることを特徴とする請求項９に記載の構造。
【請求項１４】
　一つの構成要素を、同時に温度センサー素子（１２）および加熱素子として利用するこ
とができることを特徴とする請求項９に記載の構造。
【請求項１５】
　センサー構造（１０）が、支持基板（１３）上において、容量型湿度センサー素子（１
１）ならびに少なくとも一つの抵抗素子を有し、その際この抵抗素子が、温度センサー素
子（１２）として、ならびに選択自由な形で加熱素子として機能することを特徴とする請
求項９に記載の構造。
　　　　　　　　　　　　
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　この発明は、請求項１の上位概念にもとづく湿度を測定するための方法ならびに請求項
１１の上位概念にもとづく湿度を測定するための構造に関する。
【背景技術】
【０００２】
　容量型湿度センサー素子を有するセンサー構造を用いて相対湿度を測定する場合、高い
湿度領域( ｒＨ＞９５％) では、しばしば誤った測定が起こる。特に、この場合、測定値
が時として高すぎる相対湿度を示すことがある。この効果に関しては、一連の原因、例え
ば、湿度センサー素子の一般的な飽和挙動、凝結の開始およびこれにより生じた湿度セン
サー素子の接点での短絡などを原因に挙げることができる。
【０００３】
　特許文献１により、絶対湿度を求めるための方法と構造が知られており、その場合、所
定の湿度境界値以上において、加熱操作して、動作させている。加熱操作では、使用する
容量型湿度センサー素子の温度は、湿度センサー容量が一定になるように制御されている
。このことは、この測定領域、すなわち高い湿度領域において、センサー構造内で湿度セ
ンサー素子に隣接して配置された温度センサー素子により、湿度センサー素子を好適に暖
めることによって行っている。この場合、高い湿度領域では、測定した加熱電流と湿度セ
ンサー素子の周知の容量から、その時々の絶対湿度を算出することができる。絶対湿度に
加えて、必要な場合に、その時々の相対湿度ｒＨ( 様々な用途において、望まれる測定値
である) をも算出可能とするためには、更に周囲温度Ｔa を知る必要がある。このことは
、周囲温度Ｔa を測定するために、温度センサーの形式の別の構成要素が必要であること
を意味する。そのため、測定値として、絶対湿度以外に、あるいは絶対湿度に代わって、
相対湿度も必要な場合に、周知の構造内において全体的な負担が増大する結果となる。
【特許文献１】欧州特許公開第０８０１３０２号明細書
【発明の開示】
【発明が解決しようとする課題】
【０００４】
　以上のことから、この発明の課題は、高い湿度領域においても、出来る限り小さな全体
的な負担で、信頼できる形で相対湿度を求めることを可能とする、湿度を測定するための
方法および構造を実現することである。
【課題を解決するための手段】
【０００５】
　第一に挙げた課題は、請求項１の特徴を述べた部分における特徴を有する方法により解
決される。
【０００６】
　この発明による方法の有利な実施構成は、請求項１の従属請求項に挙げられた措置によ
り実現される。
【０００７】
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　第二に挙げた課題は、請求項１１の特徴を述べた部分における特徴を有する構造により
解決される。
【０００８】
　この発明による構造の有利な実施構成は、請求項１１の従属請求項に挙げられた措置に
より実現される。
【０００９】
　そこで、この発明では、分離した温度センサー素子を用いて周囲温度を検出するのでは
なく、加熱操作に必要な加熱量とセンサー構造の局所的な温度から周囲温度を導き出すも
のと規定する。加熱量を算出するための測定値として、使用する加熱素子を流れるその時
々の測定電流を用いる。
【００１０】
　従って、利点としては、この発明による措置により、周囲温度を求めるために、分離し
た温度センサー素子を配備する必要がないことである。同時に、少なくとも高い湿度領域
において、加熱操作により、相対湿度を正しく求められることが保証される。
【００１１】
　この発明にもとづく方法あるいはこの発明にもとづく構造の枠組みにおいては、様々な
実施形態の可能性がある。すなわち、この発明にもとづく構造の場合、好適なセンサー構
造の有利な最小限の構成では、一つの容量型湿度センサー素子ならびに一つの温度センサ
ー素子のみが配備され、その際温度センサー素子は、同時に加熱用に、または加熱素子と
して利用される。しかし、基本的に温度センサー素子および加熱素子の機能を、センサー
構造における二つの分離した構成要素に分けるものと規定することもできる。従って、こ
の発明の枠組みにおいては、センサー構造のハードウェア関係の構成について、一連の可
能性がある。更に、この発明による方法の枠組みにおいては、加熱操作の具体的な構成に
ついて、様々な可能性がある。すなわち、例えば、前述の特許文献１にあるように、所定
の湿度境界値以上に対して、この測定領域において、湿度センサー素子の容量が常に一定
となるように制御して、湿度センサー素子を加熱するものと規定することができる。しか
し、これに代わって、所定の湿度境界値以上に対して、この測定領域において、相対湿度
に対して線形的に増加する加熱電流で、湿度センサー素子を加熱することも可能である。
更に、測定領域全体において、湿度センサー素子を加熱することも考えられ、その場合、
制御しない形で、これを行うことも可能である。
【００１２】
　当然に、このセンサー構造の様々な実施形態の変化形は、多様な形で、この発明による
方法の様々な変化形態と組み合わせることができる。
【発明を実施するための最良の形態】
【００１３】
　この発明の別の利点と詳細は、添付図面にもとづく、以下における実施例の記述から明
らかとなる。
【００１４】
　図１には、この発明による構造の第一実施構成の大幅に模式化したブロック接続図が描
かれている。続いて、図示した構成要素を簡単に説明する一方、以下において、図２ａ～
ｃ、図３ａ～ｃ、図４ａ～ｃと関連して、この発明による方法、または実施するのに最適
な構造とその構造の様々な実施可能形態を詳細に記述する。
【００１５】
　この発明による構造は、センサー構造１０とその後に接続された後続回路２０の、基本
的に二つの機能ユニットまたは機能ブロックを有する。図示した例では、センサー構造１
０の側には、湿度センサー素子１１と温度センサー素子１２が配備されており、これらは
、共通の支持基板１３上に配置されている。湿度センサー素子１１は、有利には、二つの
平らな電極から成る容量型湿度センサー素子として構成され、これらの電極の間には、例
えば、誘電体としてポリマーが配置されており、その容量は、湿度に依存して変化するも
のである。温度センサー素子１２は、抵抗型センサー素子として構成され、基本的には線
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形的な温度・抵抗特性を持つ抵抗から成り、周知の方法で、抵抗を測定することによりセ
ンサー構造の温度を求めるものである。両方のセンサー素子１１，１２は、有利には、薄
いガラス板として構成された支持基板１３上に配置される。
【００１６】
　図示した実施例では、センサー構造１０の側の温度センサー素子１２は、更に加熱素子
としても機能し、以下において更に詳しく説明する測定操作に対して、選定された測定領
域においてセンサー構造を加熱する。従って、言い換えると、図１によるブロック接続図
は、この発明による構造の最小限の構成である。
【００１７】
　この場合、具体的な実施構成では、例えば、所謂サンドイッチ構造が規定され、それは
、ガラス支持基板に容量型湿度センサーを、ならびにセラミック支持基板上に商用のＰｔ
温度センサーを有し、その際両方の支持基板の裏側を、熱を伝導する形で互いに貼り合わ
せるものである。
【００１８】
　基本的に、この発明の枠組みにおいては、これに代わって、温度センサー素子１２以外
に、センサー構造１０の側に分離した加熱素子を使用するものと規定するすることもでき
る。同様に、これは、例えば、抵抗として構成して、支持基板１３上に配置することがで
きる。この場合、温度センサー素子は、常に小さな測定電流で稼動され、それによって温
度測定が行われる。この分離した加熱素子は、動作状態に応じて、所定の加熱電流で稼動
され、従って加熱機能のみを果たすものである。
【００１９】
　センサー構造１０の後に続いて、後続回路２０が配備されており、その幾つかの機能ブ
ロックだけが、同じく図１に模式化して概略が示されている。すなわち、容量測定回路の
形式の容量測定ユニットが符号２１で表示されており、このユニットは、容量型湿度セン
サー素子１１と接続され、その時々の容量を周知の方法で測定する機能を持ち、この容量
は、その時々の湿度と所定の関係を有する。この検出された、その時々の容量Ｃは、更な
る処理のために、容量測定ユニット２１から、後続のマイクロプロセッサ２３に送られる
。
【００２０】
　更に、後続回路２０の側には、抵抗型温度センサー素子１２、抵抗型加熱素子と接続さ
れたユニットを符号２２で表示している。このユニット２２は、加熱素子に加熱電流を供
給するための、この場合制御した形の電流源として構成され、更に抵抗型温度センサー素
子１２による電圧測定を可能とし、そのようにしてセンサー構造の温度を検出する。目標
加熱電流Ｉの設定による加熱電流の所定の制御または温度測定を目的とする検出した電圧
値Ｕの送出のために、このユニット２２は、同じく後続のマイクロプロセッサ２３と接続
されている。
【００２１】
　このため、マイクロプロセッサ２３は、加熱電流を設定するために、このユニット２２
を駆動し、後で述べる方法で様々な測定データを処理するとともに、周囲温度Ｔa および
相対湿度ｒＨに関する信号を出力側に提供する。これらは、引き続いて、図示されていな
い評価ユニットで、用途に合わせて更に処理することができる。
【００２２】
　ここでは、図１に関連して、図２ａ～２ｃにもとづき、この発明による方法の第一実施
構成を詳細に記述する。この場合、この発明による方法の第一変化形態においては、所定
の湿度境界値ｒＨG 以上では、加熱操作して、動作させるものと、すなわち加熱素子によ
って、センサー構造を加熱するものと規定する。ここでは、加熱操作において、湿度セン
サー素子の容量が常に一定となるように制御して、湿度センサー素子を加熱する形で、こ
の加熱が行われる。このことは、使用する加熱素子を流れる加熱電流ＩH を相応に制御し
て、増大させることによって、相対湿度ｒＨを上昇させる形で行われる。温度センサー素
子と加熱素子を組み合わせて使用する場合には、所要の加熱電流ＩH は、その時々の測定
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電流ＩM とも一致する、すなわちＩH ＝ＩM ＝Ｉであり、そのため、この場合、以下にお
いては、加熱電流または測定電流Ｉについてのみ言及する。
【００２３】
　この例では、湿度境界値ｒＨG として、相対湿度ｒＨG ＝７５％を規定し、それ以上に
おいては、制御した形で加熱操作して、動作させるものとする。相対湿度ｒＨに対する測
定電流Ｉの推移を示している図２ａでは、湿度境界値ｒＨG ＝７５％まで一定な加熱電流
Ｉが、それ以降では、湿度センサー素子の容量を一定に保つように規定あるいは制御して
、増大されている様子が描かれている。
【００２４】
　そこで、追加のセンサー素子が無くても、所望の周囲温度Ｔa を求めることができるよ
うにするために、この発明では、加熱操作において、温度センサーまたは加熱素子に対し
て加えた加熱量および、それから生じた増分温度ＴU が、センサー構造温度ＴS と周囲温
度Ｔa 間の温度差に対して比例することを活用している。従って、後続回路によって、加
熱操作において必要な加熱量ならびに測定した局所的なセンサー構造温度ＴS から、更に
周囲温度Ｔa を算出して、次にそれによって、最終的に相対湿度ｒＨを求める。以下の式
が成り立つ。

　　　　　Ｔa ＝ＴS －ＴU 　　　（式１）

　この場合、
　Ｔa ：周囲温度
　ＴS ：測定したセンサー構造温度
　ＴU ：加熱操作で加えられた加熱量から生じた、加熱素子の増分温度。

　図２ｂでは、加熱素子の増分温度ＴU と相対湿度間の関係を図示している。明らかなと
おり、流れる加熱電流Ｉにより、湿度境界値ｒＨG 以上ならびに加熱操作の開始以降にお
いて、生じた増分温度は増大している、すなわち温度センサー素子は熱くなっている。
【００２５】
　図２ｃは、最後に、相対湿度ｒＨに対して与えられるセンサー湿度ＦS を示している。
明らかなとおり、この発明による方法の実施構成では、湿度境界値ｒＨG 以上において、
加熱操作して、センサー湿度ＦS ＝７５％を一定にしている、すなわち最終的に、使用す
る容量型湿度センサー素子の容量Ｃを一定にする制御が行われている。
【００２６】
　以下では、特に、高い湿度領域において、式１と様々な検出した測定値にもとづき、周
囲温度Ｔa および、それから最終的に所望の相対湿度ｒＨを算出する様子を、詳細に、な
らびに具体的な例により説明する。
【００２７】
　この場合、周知の抵抗型温度センサー素子、例えば、Ｐｔ１０００素子を出発点とする
と、その温度・抵抗特性は、以下の関数による線形的な近似で記述することができる。

　　　　　 R＝ RS *(1+TK*T) 　　　　（式２．１) 

　この場合、
　Ｒ　：温度Ｔ［°Ｃ] における温度センサーの抵抗［Ω］
　ＲS ：０°Ｃにおける温度センサーの抵抗［Ω] 
　ＴＫ：温度係数［ｐｐｍ／°Ｃ] 
　Ｔ　：測定温度。

　従って、この測定温度Ｔは、温度センサーの抵抗Ｒから、以下の式にもとづき得られる
。
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　　　　　 T＝(R/RS -1)/TK　　　　（式２．２）

　Ｐｔ１０００温度センサー素子に関する典型的な値は、以下のとおりである。

　　　　　ＲS ＝１０００Ω
　　　　　ＴＫ＝３８５０ｐｐｍ／°Ｃ＝０．００３８５　１／°Ｃ

　そこで、周囲温度Ｔa ＝２３°Ｃの場合、例えば、温度センサーの抵抗Ｒ＝１０８８．
５５オームが得られる。
【００２８】
　温度センサー素子の抵抗値Ｒは、一般的に電流／電圧測定により求められ、その際通常
の場合、温度センサー素子における損失電力により、著しい加熱が起こらないように、測
定電流Ｉは小さく選ばれる。例えば、Ｉ＝７００μＡの測定電流の場合、２３°Ｃで、Ｕ
＝０．７６１９８５Ｖの測定電圧Ｕが得られる。
【００２９】
　実際には、Ｉ＝７００μＡの小さい電流での測定により、ほぼＰ＝０．５３３ｍＷの損
失電力が生じ、それは、ＥＫ＝２００°Ｃ／Ｗの典型的な自己加熱係数の場合、ほぼ約０
．１°Ｃの自己加熱あるいは増分温度ＴU をもたらす。このことは、確かに古典的な湿度
測定システムにおいては、大抵無視されてきたが、システム的に校正により取り除かれる
。
【００３０】
　測定電流による温度センサー素子の自己加熱を考慮した場合、式２．１には、生じた自
己加熱に関する追加項を入れなければならない。そこで、温度センサーの抵抗Ｒは、周囲
温度Ｔa の場合、以下のとおり得られる。

　　　　　 R＝ RS *(1+TK*( Ta +TU ))　　　（式２．３）

　この場合、
　Ｒ　：温度Ｔ［°Ｃ] における温度センサーの抵抗［Ω] 
　ＲS ：０°Ｃにおける温度センサーの抵抗［Ω] 
　ＴＫ：温度係数［ｐｐｍ／°Ｃ] 
　Ｔa ：周囲温度［°Ｃ] 
　ＴU ：温度センサー素子の増分温度［°Ｃ] 。

　そしてまた、温度センサー素子の増分温度ＴU は、様々な測定値から以下のとおり得ら
れる。

　　　　　 TU ＝P*EK＝U*I*EK＝I2*R*EK 　　　（式２．４）

　この場合、
　Ｐ　：加熱量［Ｗ] 
　ＥＫ：温度センサー素子の自己加熱係数［°Ｃ／Ｗ] 
　Ｕ　：測定電圧［Ｖ] 
　Ｉ　：測定電流［Ｉ] 
　Ｒ　：温度センサーの抵抗［Ω] 。

　そしてまた、得られた増分温度ＴU は、それに関して、温度センサーの抵抗Ｒに関係し
ており、その結果式２．４を２．３に代入して、相応に変形すると、以下の式が得られる
。
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　　 R＝ RS *(1+TK* (Ta +I
2*R*EK))

　　　＝ RS *(1+TK*Ta )+(RS *TK*I
2*R*EK)　　　　（式２．５）

　または、

　　R*(1-RS *TK*I
2*EK)＝ RS *(1+TK*Ta ) 　　　　（式２．５’）

　そしてまた、式２．５’から、周囲温度Ｔa における温度センサーの抵抗Ｒが、以下の
とおり得られる。

　　 R＝[RS *(1+TK*Ta )]/[(1-RS *TK*I
2*EK)] 　　（式２．６）

　逆に、式２．６から、Ｔa に関して解くと、求める周囲温度Ｔa は、測定電流Ｉの測定
値と自己加熱係数ＥＫから、以下のとおり算出される。

　　 Ta ＝[ (R/RS )*(1-RS *TK*I
2*EK)-1]*１/TK 　　  （式２．7 ）

　または、

　　 Ta ＝[((R/RS )-1)*1/TK]-[(R/RS )*(1/TK)*RS *TK*I
2*EK]

　　　　＝[((R/RS )-1)*1/TK]-[R*TK*I
2*EK] 　　　　　　　　　　（式２．7 ’）

　　　　＝ TS -TU 

　このため、式２．７’の第一項ＴS は、それが測定した抵抗Ｒから算出されるとおり、
温度センサー素子の温度を表し、それに対して、第二の負の項は、測定電流Ｉの場合にお
ける抵抗Ｒの損失電力から生じた増分温度ＴU を表す。
【００３１】
　以下においては、例をもとに、導き出した関係にもとづき、周囲温度Ｔa を求めること
について説明する。この場合、温度センサー素子の自己加熱係数ＥＫ＝２００°Ｃ／Ｗと
現状の周囲温度Ｔa ＝２３°Ｃを出発点とする。
【００３２】
　湿度境界値ｒＨG ＝７５％以上で、測定電流Ｉは、Ｉ＝５ｍＡに増大し、そのことは、
大体センサー構造を約５°Ｃ加熱する結果となる。正確には、前記の式を用いて、以下の
値が得られる。

　算出した測定電圧Ｕ＝５．４４２７５Ｖ
　使用した測定電流Ｉ＝５ｍＡ

　⇒　Ｒ＝１１０９．９２Ω

　そして、求めた抵抗Ｒから、温度センサー素子の温度ＴS ＝２８．５５°Ｃが得られる
。
【００３３】
　式２．４から、抵抗値Ｒ＝１１０９．９２Ω、測定電流Ｉ＝５ｍＡおよび所定の自己加
熱係数ＥＫ＝０．２°Ｃ／ｍＷを用いて、増分温度ＴU ＝５．５５°Ｃが得られる。
【００３４】
　そして、式１から、すなわちＴa ＝ＴS －ＴU から、（正しい）周囲温度Ｔa ＝２３°
Ｃが得られる。
【００３５】
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　従って、この発明にもとづき、上述した方法により、周囲温度Ｔa を求めて、所望の相
対湿度ｒＨを算出するために利用することができる。以下においては、このことについて
説明する。
【００３６】
　相対湿度ｒＨは、温度Ｔa における最大限可能な飽和蒸気圧ｅw に対する、現状の水蒸
気分圧ｅの比［％］として与えられる。

　　　　　ｒＨ＝ｅ／ｅw ＊１００［％］　　　（式３）

　現状の水蒸気分圧ｅは、局所的な気体温度に依存せず、例えば、周知のマグヌスの公式
を用いて、露点温度Ｔd により記述することができる。

　　　　　ｅ＝Ａ＊ｅｘｐ［ｍ＊Ｔd ／（Ｔn ＋Ｔd ）］　　　（式４）

　この場合、（マグヌスの）パラメータは、
　Ａ＝６．１１２　ｍ＝１７．６２　Ｔn ＝２４３．１２である。

　これに対応して、温度Ｔa における飽和湿度ｅw は、以下のとおり算出することができ
る。

　　　　　ｅw ＝Ａ＊ｅｘｐ［ｍ＊Ｔa ／（Ｔn ＋Ｔa ）］　　　（式５）

　基本的に、現状の水蒸気分圧ｅは、凝結が起こらない限り、気体温度には依存しない。
それに対応して、露点温度とは、凝結を起こすためには、その温度にまで湿った気体（湿
った空気）を冷却しなければならない温度と定義される。
【００３７】
　特に、水蒸気分圧ｅと、そのためにＴd も湿度センサー素子における局所的な温度に依
存しない。そのため、湿度センサー素子を加熱することにより、その加熱によって、湿度
センサー素子における局所的な飽和蒸気圧も変化するので、（この発明に対応する）局所
的な相対湿度が変化する。
【００３８】
　以降の記述においては、次の定義を用いる。

　ｒＨ＝ｅ／ｅw ＊１００［％］＝その時々の気体の相対湿度　　　  （式６．１）

　ｒＨS ＝ｅ／ｅw.s ＊１００［％］＝センサーの位置での相対湿度　（式６．２）

　ｅw ＝Ａ＊ｅｘｐ［ｍ＊Ｔa ／（Ｔn ＋Ｔa ）］＝周囲温度Ｔa での飽和蒸気圧
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（式６．３）

　ｅw.s ＝Ａ＊ｅｘｐ［ｍ＊ＴS ／（Ｔn ＋ＴS ）］＝センサー温度ＴS での飽和蒸気圧
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（式６．４）

　従って、センサー温度ＴS とセンサーの位置での相対湿度ｒＨS を測定することによっ
て、現状の水蒸気分圧ｅと露点温度Ｔd を、以下のとおり算出することができる。

　　　ｅw.s ＝Ａ＊ｅｘｐ［ｍ＊ＴS ／（Ｔn ＋ＴS ）］

　　　ｅ＝ｒＨS ＊ｅw.s ／１００　　　　　　　　（式６．５）
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　　　Ｔd ＝Ｔn ＊ｌｎ（ｅ／Ａ）／［ｍ＊ｌｎ（ｅ／Ａ）］　　（式６．６）

　この発明にもとづき周囲温度Ｔa を求めることによって、実際に存在する湿度ｒＨを周
囲温度Ｔa での飽和蒸気圧ｅw から算出することができる。

　　　　　ｅw ＝Ａ＊ｅｘｐ［ｍ＊Ｔa ／（Ｔn ＋Ｔa ）］　　（式６．３）

　　　　　ｒＨ＝ｅ／ｅw ＊１００［％］　　　（式３）

　様々な測定値から、周囲温度または相対湿度ｒＨを算出するための前述した措置は、こ
の発明による構造においては、後続回路とその前記の機能ユニットにより実行される。す
なわち、後続回路は、加熱操作で必要な加熱量ならびに測定した局所的なセンサー構造温
度から、更に周囲温度を算出して、それにより最終的に相対湿度を求めるのに適した形で
構成される。従って、この構造は、出力側には、例えば、更なる処理のために、相対湿度
ｒＨに関して算出した値ならびに算出した周囲温度Ｔa を提供するものである。
【００３９】
　湿度境界値ｒＨG 以上において、加熱操作で、常に湿度センサー素子の容量を一定に制
御することを行う、図２ａ～２ｃにより前述した方法に代わって、この発明の枠組みにお
いては、加熱操作の代替の変化形態も実現可能である。しかし、その場合、基本的に周囲
温度を算出する方法には何も変わるところはない、すなわち、この代替の方法でも、所要
の温度センサー素子を分離することなく、加熱操作で必要な加熱量と測定したセンサー構
造温度から、最終的に周囲温度を求める。
【００４０】
　図３ａ～３ｃにより、加熱操作の第二実施変化形態を説明する。この場合、様々なグラ
フには、既に前述した図２ａ～２ｃと同じ値が、それぞれ対応して提供されている。
【００４１】
　そこで、第二実施構成では、湿度境界値ｒＨG 以上において、加熱操作して、センサー
湿度を一定に制御しない、すなわち、配備された湿度センサー素子の容量を一定に制御し
ない。逆に、第一変化形態と異なり、湿度境界値ｒＨG ＝７５％以上において、加熱操作
して、測定電流Ｉを、その時々の相対湿度ｒＨに関して線形的に、最大湿度ｒＨｍａｘ＝
１００％にまで増大させるものと規定する。このように規定した測定電流Ｉと相対湿度ｒ
Ｈ間の関係は、図３ａに描かれている。そしてまた、これから生じるセンサー加熱の推移
、すなわち、相対湿度ｒＨに対する増分温度ＴU およびセンサー湿度ＦS の推移は、図３
ｂと３ｃに図示されている。
【００４２】
　このように加熱操作を構成した場合、利点としては、特に後続回路の側で、加熱電流を
制御するための手段が不必要となるので、負担が低減されることとなる。
【００４３】
　最後に、図４ａ～４ｃにより、この発明にもとづく枠組みにおける、加熱操作の第三の
構成法を説明する。そしてまた、様々なグラフには、以前のグラフと同じ値が、対応して
提供されている。ここでは、センサー構造を、湿度測定領域全体に渡って制御しない形で
加熱するものと規定し、そのことは、図４ａに描かれているとおり、測定電流Ｉを一定に
することにより実行している。これに対応して、図４ｂに描かれているとおり、センサー
構造の増分温度ＴU が一定となるとともに、図４ｃにより、センサー湿度ＦS が、湿度測
定領域全体に渡って線形的に増加する結果となっている。そしてまた、この方法の利点と
して、同じく全体の負担が低減されることとなる。
【００４４】
　従って、この発明の枠組みにおいては、加熱操作の最初に説明した変化形態以外に、別
の構成法が存在するものである。
【図面の簡単な説明】
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【００４５】
【図１】この発明による構造の実施例の模式化したブロック接続図
【図２】この発明による方法の第一実施構成を説明するための様々なグラフ
【図３】この発明による方法の第二実施構成を説明するための様々なグラフ
【図４】この発明による方法の第三実施構成を説明するための様々なグラフ
【符号の説明】
【００４６】
　１０　　センサー構造
　１１　　湿度センサー素子
　１２　　温度センサー素子
　１３　　支持基板
　２０　　後続回路
　２１　　容量測定ユニット
　２２　　温度センサー素子、加熱素子と接続されたユニット
　２３，μＰ　　マイクロプロセッサ
　　Ｃ　　測定容量
　ＦS 　　センサー湿度
　　Ｉ　　加熱電流（測定電流）
　ｒＨ　　相対湿度
　ｒＨG 　湿度境界値
　Ｔa 　　周囲温度
　ＴU 　　加熱素子の増分温度
　　Ｕ　　測定電圧

【図１】 【図２】
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